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2026年２月12日 

各 位 

 

 会  社  名  ワシントンホテル株式会社 

 代 表 者 名  代表取締役社長 長谷川 太 

 （コード番号：4691、東証スタンダード市場、名証メイン市場） 

 問 合 せ 先  執行役員経理財務部部長 津尾 則文 

 （TEL:052-745-9036） 

 

 

藤田観光株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、2026年２月12日開催の取締役会において、藤田観光株式会社（以下「藤田観光」といいます。）と

の間で、相互により強固な補完・協力関係を構築し、同社と共通して展開している「ワシントンブランド」の

価値を向上させ、もって両社の企業価値を向上させることを目的とした業務提携契約（以下「本業務提携契約」

といい、本業務提携契約に基づく業務提携を「本業務提携」といいます。）を締結することを決議いたしました

ので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の経緯及び理由 

ホテル業界を取り巻く環境は、コロナ禍において宿泊者数が全体的に減少し、「出張・業務」目的の宿泊

者数については現在もなおコロナ禍前に戻らない水準が継続しておりますが、「観光・レクリエーション」

目的の宿泊者数については回復・増加傾向にあり、コロナ禍前を上回る水準となっております。また、訪

日外国人数も2025年に過去最多を更新し、今後も増加が見込まれております。 

このような環境の中、当社は、2024 年３月期から 2026 年３月期の３ヶ年中期経営計画の実行過程にお

いて、ホテルのリニューアルにより付加価値を上げつつ、宿泊料の適正化を推進し、販売可能な客室１室

当たり売上高（RevPAR）ベースでは計画を上回る成長を実現してきました。 

 

一方で、当社は、上記３ヶ年中期経営計画が最終年度を迎え、新たな中期経営計画の検討を進める中で、

当社を取り巻く事業環境に適応しつつ、直近３年間を上回る成長を実現し、当社の企業価値を更に向上さ

せるための事業戦略について検討してまいりました。かかる検討の結果、当社が今後更なる成長を遂げ、

中長期的に企業価値を向上させていくためには、「ワシントンブランド」を共通して展開している藤田観光

との間で従前以上に強固な補完・協力関係を構築し、「ワシントンブランド」の価値を共に向上させること

が当社の企業価値向上にとって重要であると考えるに至りました。当社及び藤田観光は、これまでも「ワ

シントンブランド」の価値向上に向けた施策を実行してきましたが、その域を超える予約サイトの相互送

客、株主優待の相互利用等の各種施策を実施することで、さらなる「ワシントンブランド」の価値向上、

ひいては両社の企業価値向上が実現できるとの判断に至ったため、今般、両社の間で本業務提携契約を締

結し、本業務提携を実施することといたしました。 

 

当社が本日公表した「中期経営計画2031」のとおり、当社は、2029年３月期における売上高317億円及

び営業利益64億円、2031年３月期における売上高400億円及び営業利益87億円を目標としており、当該
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目標達成に向けた主要施策の一つとして本業務提携を位置付けております。【リーズナブルなホテル事業

を通じて「よかった、また来るよ」を実現し、お客様と働く人を幸せにする】という経営理念に基づき、

本業務提携を実行しつつ、当社の強みである顧客基盤の強化、既存店のリニューアル及び新たな出店領域・

業態の展開による商品価値向上による成長戦略を推し進めることで、中期経営計画の達成を目指してまい

ります。 

【新中期経営計画 中長期目標】 

 

２．業務提携の内容 

本業務提携の内容は以下のとおりです。 

① 両社予約サイトへの相互送客（2026年４月１日から開始を予定） 

 

 

約 60 万人（2026 年１月 31 日現在）の会員を有する当社の会員プログラム「ワシントンネット」と、

約89万人（2026年１月31日現在）の会員を有する藤田観光の会員プログラム「THE FUJITA MEMBERS」

の相互利用を開始いたします。 

これにより、会員プログラムを通じて両社のホテルへアクセスできる会員数は約150万人となり、「ワ

シントンネット」単体の場合と比して２倍以上に顧客基盤が拡大します。また、当社は今後、「ワシント

ンネット」の会員数を増加させるための各種施策を検討・実行し、当該施策と本業務提携による顧客基

盤の拡大を通じて、「ワシントンネット」自体の会員数を現在の約60万人から120万人まで増加させる

ことを計画しております。 

両社は共通して「ワシントンブランド」を展開しており、各社の会員様の高い共通性・親和性を踏ま

えると、本業務提携による顧客基盤拡大の効果は提携初期段階から早期に発揮されると考えております。 

ワシントンホテル株式会社 藤田観光株式会社 

会員数 
６０万⼈ 

会員数 
８９万⼈ 
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② 両社株主優待の相互利用 

両社の株主優待制度の利便性向上を目的とした株主優待の相互利用について協議中であり、詳細が決

まり次第発表いたします。 

 

③ その他の施策 

調達、外注コストの効率化、DXの活用に係る知見の集約などの各種施策の検討を進め、両社の付加価

値と生産性の向上を図ります。当社はこれまでもコスト効率化を推し進めてまいりましたが、本業務提

携によって、顧客基盤の拡大による自社サイトの利用率向上及びそれによる他社サイト利用率低下に伴

う手数料抑制、規模拡大による物品調達コストの削減等による更なる効率化が可能であると考えており

ます。 

 

 

当社は、以上の①～③のような本業務提携による販売網の拡大と利便性・特典の強化を通した宿泊者数

増加・顧客ロイヤリティの向上を通して、直販比率及び稼働率向上を図ります。 

また、当社は西日本、藤田観光は東日本に、それぞれ多く出店しており、出店エリアが比較的重複して

いないため、相互利用を促進することで効率的に市場を取り込むことができ、収益性を高めることができ

ると考えております。そして、両社は共通して「ワシントンブランド」を展開していることから、他ブラ

ンドとの提携の場合と比して看板の架け替え等は不要であり、両社合計で 20,120 室というネットワーク

規模を有効に活用することで、効率的なプロモーション展開による認知度向上が期待できると考えており

ます。そのため、本業務提携により、高い投資効率が期待できるとともに、その効果は提携初期段階から

早期に発揮されると考えております。 

本業務提携を通じたネットワーク規模と質の高い顧客基盤の拡張により、「ワシントンブランド」のポジ

ションは飛躍的に向上します。 

【両社の出店地域】 

 
※藤田観光の「WHG事業（ワシントンホテル、ホテルグレイスリー、ホテルフジタ、ホテルタビノス）」の

みを反映しており、「ラグジュアリー＆バンケット事業」及び「リゾート事業」の施設は加味しておりません。 
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【両社のホテル数及び客室数】 

※当社施設は、「ワシントンホテルプラザ」「ワシントンR&Bホテル」の合計。藤田観光施設は、「WHG事業

（ワシントンホテル、ホテルグレイスリー、ホテルフジタ、ホテルタビノス）」の合計（決算説明資料より

引用）。 

 

（参考：他社ホテルチェーン） 

 

※上表のうち、表左に無印のものは、月刊ホテレス2025年5月号より引用、「☆」は各社決算短信等の開示資料より引

用、「★」は国際ホテル旅館2026年1月5日刊行分より引用し、当社が作成したものです。なお、アッパークラスのホ

テルは除いております。 

 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 藤田観光株式会社 

（２） 所 在 地 東京都文京区関口二丁目10番８号 

（３） 代 表者 の 役職 ・氏 名 代表取締役兼社長執行役員 山下 信典 

（４） 事 業 内 容 ホテル・旅館業、飲食店業他 

（５） 資 本 金 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1955年11月７日（登記上は、1946年６月12日） 

（７） 

大 株主 及 び持 株比 率 

（2025年12月31日現在） 

※ 

DOWAホールディングス株式会社 31.83％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6.03％ 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 4.78％ 

野村證券株式会社 3.16％ 

明治安田生命保険相互会社 2.51％ 

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 2.06％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 510312 1.84％ 

日本生命保険相互会社 1.82％ 

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 1.68％ 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 510311 1.59％ 

（８） 
上 場会 社 と当 該会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当社は当該会社株式を36,400株（議決権比率0.30％）

所有しております。当該会社は当社株式を 861,280 株

（議決権比率7.18％）所有しております。 

人 的 関 係 該当事項はございません。 

ワシントンホテル株式会社 藤田観光株式会社 

43 拠点 
9,469 室 

33 拠点 
10,651 室 

ネットワーク計 

76 拠点 
20,120 室 
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取 引 関 係 
両社は「ワシントンホテル」などの商標を、共同出願し

所有しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はございません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2022年 12期 2023年12期 2024年12期 

 連 結 純 資 産 22,740百万円 25,974百万円 25,651百万円 

 連 結 総 資 産 99,962百万円 93,496百万円 94,041百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 586.49円 1,299.49円 1,966.91円 

 連 結 売 上 高 43,749百万円 64,547百万円 76,211百万円 

 連 結 営 業 利 益 ▲4,048百万円 6,636百万円 12,309百万円 

 連 結 経 常 利 益 ▲4,461百万円 7,081百万円 12,623百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
▲5,789百万円 8,114百万円 9,134百万円 

 １株当たり連結当期純利益 ▲483.05円 677.03円 733.53円 

 普通株式１株当たり配当金 -円 -円 40円 

 A 種優先株式１株当たり配当金 4,000,000.00円 4,000,000.00円 4,010,958.90円 

※大株主及び持株比率について、藤田観光が2026 年 2 月 10 日付で開示した「NSSK-GAMMA2 合同会社との資本

業務提携契約の締結、株式の売出し並びに主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動に関するお知

らせ」の通り、DOWA ホールディングス株式会社が保有する藤田観光の発行済株式総数比 25.00％分の株式が

NSSK-GAMMA2合同会社へ譲渡され、筆頭株主が異動しております。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026年２月12日 

（２） 契 約 締 結 日 2026年２月12日 

（３） 事 業 開 始 日 2026年４月１日（予定） 

※株主優待の相互利用については協議中であり、詳細が決まり次第発表いたします。 

 

 

５．今後の見通し 

本業務提携の効果は 2027 年３月期以降早期に発現することを想定しており、中長期的に当社の業績及

び企業価値の向上に寄与していくものと考えております。なお、本日公表した中期経営計画については、

本業務提携の影響を一定程度織り込んで作成しております。詳細は「中期経営計画2031策定に関するお知

らせ」をご覧ください。また、今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

（参考資料） 

「中期経営計画2031策定に関するお知らせ」 

 

以 上 

 


